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１．はじめに
組織変革（organizational change）はこれまで学術面および実務面の双方で重要性が指摘













1991 ; Romanelli & Tushman, 1994 ; Tushman & Romanelli, 1985）が挙げられる。
断続均衡モデルは長期の漸進的変革と短期の急進的変革を通じて組織の大変革が起こるこ
とを説明した枠組みであり、組織変革を詳細に説明している有力なモデルである（Brown &




論文では、断続均衡モデルを援用した急進的な組織変革プロセスを、1990 年代から 2000 年
代初頭の日産自動車の事例研究から明らかにする。
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一連の流れ」（Langley, Smallman, Tsoukas & Van de Ven, 2013 : 1 ; Van de Ven &





する段階、再凍結は新しい行動を安定化させる段階である。Lewin の 3 段階モデルに端を
発し、既存研究では様々なプロセスモデルが構築されている。例えば Kotter（1995）によ




















可能性が上昇するものである（Meyer, Brooks & Goes, 1990 ; Tushman, Newman &
Romanelli, 1986）。二つ目は、業績の悪化である。組織変革を行う際には既存体制の維持を
目的とし、組織変革に対して抵抗が発生する（Haveman, Russo & Meyer, 2001）。しか
し、業績の大幅な悪化により、組織変革に対する抵抗が減少することを検証した（Lant, Milliken
& Batra, 1992 ; Miller & Friesen, 1984）。三つ目は、トップ・マネジメントの交代であ
る。組織において新たな社長が就任することでこれまでの戦略や組織構造を劇的に変革する
ことが、実際の企業経営でもよくみられる。また、CEOの交代により組織変革が発生する
可能性が高くなることを明らかにした（Gordon, Stewart, Sweo & Luker, 2000）。
（２）急進的変革における組織内の要素
組織内の要素は組織変革の対象、つまり何を変革するかを示すものである。以下の 3つの
（出所）Tushman & O’Reiley（1997、邦訳 p. 207、215）をもとに筆者作成
図１．断続均衡モデルの枠組み

















































自動車メーカーである。なお、分析対象とする時期は 1990 年代から 2000 年代初頭とする。
時期の区切りとして、カルロス・ゴーン氏（以下、ゴーン）が 1999 年 6 月に日産自動車
COO（当時）に就任した出来事を区切りとする。日産自動車を事例対象とした理由は以下


















（Silva & Hirschheim, 2007 : 333）であり、人的資源管理に関わるからである。本論文で
は、マクロ的な視点で組織変革を捉えるため、コントロール・システムは組織内の要素から
除外した。なお、本論文における 4つの組織内の要素の定義を表 1に提示する。



























表２．売上高、当期純利益（連結ベース）（1990 年度から 2001 年度）
（単位：百万円） 売上高 当期純利益
1990 年度 5,964,912 48,831
1991 年度 6,417,931 101,295
1992 年度 6,197,599 (55,998)
1993 年度 5,800,857 (86,915)
1994 年度 5,834,123 (166,054)
1995 年度 6,039,107 (88,418)
1996 年度 6,658,875 77,743
1997 年度 6,564,637 (14,007)
1998 年度 6,580,001 (27,714)
1999 年度 5,977,075 (684,363)
2000 年度 6,089,620 331,075












1990 年代の日産自動車における戦略は、中期経営計画として 1992 年から 3 年ごとに策定
された。3度の中期経営計画の内容は以下の通りである。1992 年の中期経営計画は、「強引
な拡販や部品メーカーを犠牲にした合理化をやめ、 適成長企業へと変身する」（5）内容で



































































本項では 1999 年 6 月にゴーンが日産自動車COOに就任してからの事例を述べる。当時
の日産自動車では 3つの重要な出来事が存在した。一つ目はフランスの大手自動車メーカー
のルノーと提携を結んだことである。提携締結後に、ゴーンがCOOとして日産自動車に来
社した。二つ目は 1999 年 7 月に部門横断チームであるクロス・ファンクショナル・チーム















1999 年 7 月、ゴーンはCFTを導入した。日産自動車の再建に向けて取り組むべきテーマ




























1999 年 10 月、CFTで議論された内容をトップ・マネジメントが検討および計画を行い、
NRPを発表した。NRPは 2000 年度から 2002 年度までに達成する必達目標（コミットメン
ト）を宣言したものである（25）。必達目標は 3つの特徴に大別される。一つ目は財務会計に関
するもので、2002 年度までに黒字化の達成や有利子負債を削減するものである。2001 年度














































組織構造においても、日産自動車は 2000 年 9 月にグローバル日産（GNX）と呼ばれる組
織構造を導入した（30）。GNXはマトリックス組織の構造であり、マトリックス組織は「複数


















































































うラベルの張り替えにすぎない」（大月, 2005 : 10）という批判が挙げられる。したがって、本論
文では漸進的変革を小規模な変革、急進的変革を大規模な変革と位置づける。




（５）『日経ビジネス』1992 年 5 月 4 日号、p.83.
（６）日本経済新聞社編（1995 : 114）
（７）『日経ビジネス』1998 年 2 月 16 日号、p.30.
（８）ゴーン（2001 : 162）
（９）機能別組織構造は「組織のボトムからトップまで共通の機能別に活動がまとめられる」（Daft,




（10）『日経ビジネス』1999 年 11 月 1 日号、p.149.
（11）『日経ビジネス』2000 年 11 月 13 日号、p.29.
（12）『日経ビジネス』2001 年 3 月 5 日号、pp.82-83.
（13）『日経ビジネス』1998 年 2 月 16 日号、pp.33-34.
（14）日本経済新聞社編（1995 : 138）
（15）ゴーン（2001 : 185）
（16）『日経ビジネス』1999 年 4 月 15 日号、p.7.
（17）ゴーンはCOOなので序列としては 2番目であるが、現場の 高責任者という役割である。後の
CFTやNRPを主導したため、本論文ではCEOと同等の存在とみなす。





（21）『日経ビジネス』1999 年 11 月 8 日号、p.151.
（22）『日経ビジネス』1999 年 11 月 8 日号、p.151.
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（28）『日経ビジネス』2001 年 3 月 5 日号、p.83.
（29）峰（2003 : 36）
（30）『日経ビジネス』2000 年 11 月 13 日号、p.37.
（31）ゴーン（2001 : 229-230）
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